
　日本では大きく報道されませんでし
たが、この数年間、世界では気候変
動に関わる象徴的な大事件が続発
しています。【表1】
　2021年、米国南部のテキサス
州で起きた冬の大停電の原因
は、大寒波で州の電力供給の
1/4を担う風力発電の風力
タービンが凍結して電力不
足に陥りました。テキサスは
米国最大の天然ガス採掘
地帯ですが、火力発電所を
フル稼働させても暖房需
要を賄えませんでした。
　なぜ他の州から電力を
融通できなかったのか。そ
れはエネルギー資源の豊
富なテキサスは最も早く
電力を自由化し、米国で
唯一、独自の送電網を独
立的に運用していたからで
す。しかも電気代は全米一
の安さでした。それがこの危
機で電気代が急騰し、180
万円/月を請求された家庭も
ありました。　
　電力の自由化は、平時は安
い電力を選べる反面、選べない
事態に陥ると電気料金が天井
知らずに上昇する側面があること
を見せつけた事例です。　
　また、同年6月には、北海道より高
緯度にあるカナダのブリティッシュ・コロ
ンビア州が摂氏49.5℃の熱波に見舞わ
れて500人を超える方々が亡くなり、米国
カリフォルニア州ではダムが干上がりました。
　一方、欧州では脱炭素化に向けて風力発
電の拡充に力を注いできましたが、2020年夏
頃から風が吹かなくなり急速に発電量が低下しま

した。厳しい冬を前に電力危機に直面した各国は、
石炭火力発電を再稼働させ、天然ガス火力の増強に

踏み切ります。喜んだのはガスを供給するロシアで、従来
の3倍の価格を提示し、化石燃料の国際価格は暴騰。電気

代は3～4倍に跳ね上がりました。
　さらに2022年2月のロシア軍のウクライナ侵攻後、欧州のエ
ネルギー事情は一段と厳しくなり、特にガス・石油資源の多くを
ロシアに頼っていたドイツは、かつてない窮地に立たされています。
　このような事態を招いた要因は「行き過ぎた電力自由化」と
「不安定な変動型電源（再エネ）への過剰依存」です。【図1】

世界の動向から日本のエネルギー
　問題を考える～報道の裏側を探る～

情勢講演会ダイジェスト版 ※本稿は2023年1月に静岡市で開催した講演会「エネルギーの明日を考える」をシープレス編集部が再構成しました。
　文中の数値・データ等は講演会開催時のものです。
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世界で何が起きているのか1

◆気候変動に伴う電力危機を象徴する事例

◆化石燃料の暴騰（欧米発エネルギー危機）

－18℃の大寒波で風力ター
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新エネルギー・CO2のみにこだわるエネルギー政策の欠点
変動型電源への強い依存（主力電源化）
補完するものは化石燃料しかない
化石燃料暴騰（突然必要になる／世界的な逼迫）

2021年10月、LNGスポット価格は昨年同時期の10倍

2021年10月、風車大国スペインの電気代は4月以降10倍

中国買付 冷たい冬 変動電源依存 日本の問題

　次に日本とエネルギーの歴史的な関係を見てみましょう。
1853年にペリー提督が浦賀に来航しましたが、その目的をご存
知ですか？捕鯨船の燃料補給に「石炭」が必要だったのです。
日本で石炭を補給できれば遠洋捕鯨が可能となり、機械の潤
滑油やランプの燃料にする「鯨油」を多く採れるからです。
　黒船来航によって日本人は自国に眠る石炭のパワーと価値
を知らされ、国際的なエネルギー争奪の当事者となります。そし
て、通商条約を締結後、江戸時代が終わりました。
　明治になると政府は北
海道や九州に炭鉱を拓
き、製鉄所や鉄製の船を
つくって富国強兵への近
代化を推し進めました。
　そして、大正時代にな
ると「電気」を使い始めま

す。この点、急峻な山や急流の河川が多い日本は幸運でした。川
をせき止めてダムを造れば水力発電ができます。
　次に到来したのが「石油」です。国内ではほぼ産出しませんが、
タンカーが出入りできる充分な水深を備えた良港が多数あり、港
を中心に工業地帯を形成していきました。しかし、軍事国家と
なった日本は、石油を求めて太平洋戦争を引き起こして敗戦。そ
して、戦後復興のため東南アジアからの石油調達を望みました
が断られ、死活問題として苦慮した末に「原子力発電」に舵を
切ったのです。

エネルギーを歴史からひも解く2

　“石油の世紀”といわれた20世紀に世界を震撼させたのが
1970年代の「オイルショック」です。その背景を探ると、ベトナム
戦争で疲弊した米国がドルの価値を守るため、ドルと金の兌換
を廃止したり、産油国に「ドル建てによる石油取引」を強制した
ことが発端です。特に後者はアラブ諸国の猛反発を招き、OPEC
（石油輸出国機構）が石油価格を突然4倍に引き上げ、消費国
は大混乱に陥りました。
　最もショックが大きかった日本は、省エネ技術の開発と原子
力発電や再生可能エネルギー（当時は新エネルギー）にまい進
しました。
　そして、この時に根付いたアラブの反米感情は21世紀になっ
ても解消されず、現在のロシア・ウクライナ戦争においても中東
諸国は親ロシア派です。中国も同じですね。ロシア・中東諸国・
中国いずれも資源大国で「資源国VS消費国」の対立構造が鮮
明です。その視点で捉えると、この戦争の行方が見えてきます。
　消費国側の対ロシア制裁で戦争は終わるのか？エネルギー専
門家の多くが戦争は長期化すると見ています。なぜなら欧州各
国は背に腹は代えられず、量は激減したものの高騰したロシア産
のガス・石油・石炭を輸入し、数十兆円/年を経済制裁の対象外
であるロシアの銀行に払い続けているからです。
　実際、経済制裁の直後にルーブルは急落しましたが、プーチン
大統領が「ルーブル以外に資源の支払いを認めない」と宣言す
ると為替レートは1カ月余で回復しました。【図２】かつて米国が中
東に対してドル建て取引を強制してドルの価値を守ったのと同じ
図式です。これが資源を持つ国と持たざる国の現実なのです。

ウクライナ戦争で見えてきた資源国の実力3

　日本のエネルギー問題を考えるうえで基本となるのは、地政学
的な特殊性を理解することです。国内にエネルギー資源がほとん

どなく、他国とエネルギーインフラが全く繋がっていません。頼りに
なるのは船だけです。これを念頭に置けば、日本がこれまでたどっ
てきたエネルギー資源との向き合い方が腑に落ち、今後の政策
の方向性も見えてくるはずです。

今を見る／これからを考える4
◆何よりも「日本の特殊性」を起点に考える

　2011年に原子力発電所を止めてから私たちの生活は明らか
に苦しくなりました。その実情は貿易統計にも現れています。発電
用燃料（LNGや石炭）や原油の輸入が急増し、円の価値が下
がって輸入コストは高騰して貿易収支が赤字に転落しました。こ
うして日本の富がどんどん海外に流出し、今や国債の発行残高
は約1,088兆円（2018年度末時点）に達し、国民から借金する赤
字国債の金額は世界一です。【図３】こんな国に海外が積極的に
投資するでしょうか？　

◆原子力発電所を止めてから日本は凋落

　「脱炭素のために石炭を使うな」と言われていますが、日本はこ
れまで石炭によって存続し、今もエネルギー需要の相当量を支
えています。私たちにはこれを使う権利があると思います。
　「再エネこそ国産エネルギー」と主張する人々もいます。本当に
そうでしょうか？太陽光発電も風力発電も部品・材料はすべて外
国製で、日本で行われているのは組立だけです。こんな脆弱な産
業構造で国産と呼べるのでしょうか。
　「原子力発電をやめろ」という意見もあります。これ以外に莫
大な富の流出（エネルギー資源の輸入）を食い止める手立てが
あるのでしょうか？スリランカのように輸入資源の価格急騰に耐
え切れず財政破綻した国もあるのです。原子力発電による電源
構成の改善は、必ず日本経済にプラスになります。単にお金だけ
の問題ではなく、島国である日本が他国に頼らず自立して生きる
仕組みを自ら捨てる必要はありません。
　巨大タンカーが1日数十隻もLNGを運んでこなければ成り立
たないような状況から1日も早く脱却し、再び成長軌道に乗るた
めに、日本がたどった歴史をいま一度検証して賢明なエネルギー
政策を行うべきだと考えます。

◆日本が自立して生きるためのエネルギー選択を

出典：財務省「貿易統計」
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◆「ルーブル」は負けたのか【図2】

◆貿易収支とエネルギー【図3】

●戦費の為に「ルーブルの印刷」で軍事力を強化
●エネルギーが経済と通貨を支える
●ルーブルと金の兌換を検討 （ロシア大統領府発表 2022年4月29日）

●日本の借金：国債発行残高

●18兆円の富の流出【世界1位】（2018年）

世界一の借入額（第2位ギリシャ、第3位レバノン）

原油10兆円弱、天然ガス5兆円、石炭3兆円

1,087兆8,130億円（2018年3月末現在）
国民一人あたり859万円
日本の国民と企業が政府に貸す形
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